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はじめに ＮＰＯ法人制度とは？ 

１ ４つの制度（認証・認定・特例認定・条例指定）の違い 

平成７年１月に阪神・淡路大震災が発生し、市民ボランティアが大きな力を発揮したことを

きっかけに、市民活動団体が簡便に法人格を得られるよう、平成 10 年３月、「特定非営利活動

促進法（ＮＰＯ法）」が制定され、特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の「認証制度」がスタ

ートしました。 

平成 13 年 10 月、資金不足に悩むＮＰＯ法人が税制上の優遇措置を受けられるよう、租税特

別措置法が改正され、「認定制度」が創設されました。 

さらに、平成 23 年６月、ＮＰＯ法等が改正され、「新しい公共」の担い手となるＮＰＯ法人

を支援するため、ＮＰＯ法人制度の抜本的な見直しが行われ、新たに「認定制度」がＮＰＯ法

に位置づけられるとともに、「仮認定制度」（平成 29 年４月から「特例認定制度」に名称変更）

が導入されました。 

また、平成 23 年６月の地方税法等の改正により、各自治体が条例で指定したＮＰＯ法人が

税制上の優遇措置を受けられる「条例指定制度」が創設されました。 

 

ＮＰＯ法人に関する制度は、次のとおりです。 

 

【表１】認証・認定・特例認定・条例指定制度の概要 

 概 要 

認  証 
法人格の取得に必要な「認証」を行う制度です。認証後、法務局

で登記をすると、法人として成立します。 

認  定 

一定の基準を満たして認定を受けたＮＰＯ法人に対し、寄附金控

除等、多様な税制上の優遇措置を付与することにより、その法人

への寄附を促し、活動を支援する制度です。 

特例認定 

設立の日から５年を経過しないＮＰＯ法人のうち、運営組織・事

業活動が適正な法人に対して、１回に限って３年間のみ、認定に

準じた特例認定を行う制度です。 

条例指定 

個人住民税の寄附金控除対象となるＮＰＯ法人を、都道府県・市

区町村が個別に条例で指定することにより、その法人への寄附を

促し、活動を支援する制度です。条例指定を受けると、その後「認

定」を受けやすくなります。 

 

２ ＮＰＯ法人への税制上の優遇措置 

ＮＰＯ法人が認定・特例認定・条例指定を受けると、そのＮＰＯ法人に寄附をした方に対す

る寄附金税額控除などの税制上の優遇措置を受けることができます。 

具体的な優遇措置の内容はそれぞれ異なっており、認定ＮＰＯ法人は、認定法人自身への優

遇措置も受けられます。 
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【表２】認定・特例認定・条例指定ＮＰＯ法人に対する税制上の優遇措置 

税制上の優遇措置 認定 特例認定条例指定

個人からの 

寄 附 

所得税の寄附金控除 

所得控除と税額控除の選択制 

〇所得控除：寄附金（所得金額の 40％相当額が限度）から 2,000 円

を控除した金額を総所得金額から控除 

〇税額控除：寄附金（所得金額の 40％相当額が限度）から 2,000 円

を控除した金額の 40％（所得税額の 25％相当額が限

度）を所得税額から控除 

〇 〇 × 

個人住民税の寄附金控除 

〇税額控除：寄附金（所得金額の 30％相当額が限度）から 2,000 円

を控除した金額の 10％（都道府県民税 4％＋市区町村

民税 6％、ただし、指定都市の区域内に住所を有する

場合には、道府県民税 2％＋市民税 8％）を住民税額か

ら控除 ※県と市でともに指定されていることが必要 

〇 

（※） 

〇 

（※） 
〇 

法人からの 

寄 附 

法人税の軽減 

一般寄附金の損金算入限度額とは別に、特別損金算入限度額の範

囲内で損金算入可。よって、一般の法人への寄附と比較して、経

費にできる寄附金の限度額が高くなり、寄附した法人（株式会社

等）の法人税が軽減 

・特別損金算入限度： 

（資本金等の額×0.375％＋所得金額×6.25％）×1/2 

〇 〇 × 

相続財産の 

寄 附 

相続税の軽減 

寄附をした相続財産の価額について、相続税の課税対象から除外

されるため、相続税が軽減 

〇 × × 

ＮＰＯ法人

自身への 

優遇措置 

法人税の軽減（みなし寄附金） 

収益事業から得た利益を特定非営利活動に係る事業に支出した場

合に、これを寄附金とみなして、一定の範囲内で損金算入可。認

定ＮＰＯ法人の法人税が軽減 

・損金算入限度額：所得金額の 50％又は 200 万円のいずれか多い額

までの範囲（法改正前に国税庁の認定を受けた法人は、所得金額

の 20％相当額までの範囲） 

〇 × × 

注）〇…税制上の優遇措置の適用あり 

×…適用なし 

        ※…個人住民税の寄附金控除については、認定・特例認定を受けても自動的に控除対象とはならない。 

都道府県民税については都道府県から、市区町村民税については市区町村から、それぞれ個人住民

税の寄附金控除の対象として指定される必要がある。 

  また、認定ＮＰＯ法人等には、税制上の優遇措置が受けられるということ以外にも、運営

に関するさまざまな基準を満たすことにより、信頼が増したり、法人運営を見直すきっかけ

になったりと、副次的なメリットもあります。※税制上の優遇措置について、詳細は本市ホームページ（Ｎ

ＰＯ法人関連ページ⇒「応援しよう ＮＰＯ！」認定ＮＰＯ法人などへの寄附のメリット【Ｑ&Ａ】）に掲載しています。 
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★ 認定ＮＰＯ法人への寄附金税額控除が、必ずしも 50％にならない理由 
 

認定ＮＰＯ法人へ寄附すると、寄附者は最大 50％の税額控除を受けることができます。50％の内訳

は、所得税 40％、個人住民税 10％（都道府県民税 4％＋市町村民税 6％（ただし、指定都市の区域内

に住所を有する場合には、道府県民税 2％＋市民税 8％））となっています。 

しかしながら、認定ＮＰＯ法人への寄附金に対する税額控除率は、50％にはならない場合があります。

ＮＰＯ法に基づく「認定」を取得すると、国税である所得税については、寄附金税額控除の対象となり

ますが、地方税である個人住民税については、それぞれの自治体の税条例に基づく寄附金税額控除の対

象として認められないと、寄附金税額控除の対象にはならないからです。 

  このため、認定を取得したＮＰＯ法人は、寄附者のお住まいの各自治体において、個人住民税の寄附

金税額控除の対象となるための手続きを行うことが必要です（一部、手続きが不要な自治体もありま

す。）。 

寄附先の認定ＮＰＯ法人が、寄附者がお住まいの都道府県と市区町村において個人住民税の寄附金税

額控除の対象として指定されている場合に、寄附者は 50％の税額控除が受けられることになります（控

除上限額を超えている場合等は除く）。 
 

 
 
★ 認定ＮＰＯ法人等になるまでの主な流れ 
  

認定の基準を満たし、直接認定を取得する方法（コース１）のほか、次の方法も考えられます。 

まず、認定の基準のひとつであるＰＳＴ基準を満たすのが難しい場合に、特例認定を経て認定を取得

する方法があります。川崎市の条例指定では８％の寄附金税額控除のみですが、特例認定を受ければ、

認定法人と同様、最大 50％の寄附金税額控除の対象となります。（コース２） 

また、ＰＳＴ基準を満たすのが難しくても、事務所のある自治体での条例指定を受けるとＰＳＴ基準

を満たすので、先に条例指定を受け、認定を受けやすくする方法もあります。（コース４） 

なお、本市の条例指定の基準を満たすには、一定の「寄附」を集めることが必要ですが、先に特例認

定を受け、寄附を募って条例指定の基準を満たし、条例指定を受けて認定を受けやすくする方法もあり

ます。（コース３） 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

特例認定を受けると 

寄附を集めるのに有利 

条例指定を受けると 

認定のＰＳＴ基準を満たす 


